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農業経営体の内訳
〇販売農家数は、平成27年で133万戸となり、10年前の196万戸から32%減少。法人経営
体数は10年前の2.2倍の1万8,857経営体となり、農産物販売金額規模別に見ても、全
階層で増加。

括弧内の数字は平成17年＝100
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農業就業人口と平均年齢
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〇平成２３年以降、農業就業人口は年間１０万人ペースで減少し、ここ６年間で７０万人
減少。平均年齢も増加傾向。
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年齢階層別の基幹的農業従事者数（Ｈ28）
〇平成２８年の基幹的農業従事者数は約１５９万人で、約３人に１人が７５歳以上と高齢化。
また、専業農家の割合は、４９歳以下は高い一方、６５歳以上は低い。
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集落営農組織数の推移
〇平成２１年以降、集落営農組織の数は増加傾向。また、法人が占める割合も１４．５％
増加。
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担い手に対する農地の利用集積率
〇平成25年6月閣議決定の「日本再興戦略」では、平成35年までに担い手に全農地面積
の8割を集積する目標を掲げている。平成28年には52.3%（235万ha）まで増加。
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農地を所有できる法人（農業生産法人）の要件等の見直し

〇農地を所有できる法人について、法人が6次産業化等を図り経営を発展させやすくする
観点から要件を見直すとともに、農地を所有できる法人の要件であることを明確にするた
め、農地法上の法人の呼称を変更。
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農地所有適格法人の農業参入
〇平成28年、農地所有適格法人の数は16,207法人で、総経営面積は38万8,000haとなっている。品目
別に見ると米麦作が6,691法人（41%）と最も多くなっている。
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わが国の農業従事者の年齢構成
〇わが国の基幹的農業従事者の年齢構成は60歳以上に大きく偏っている。持続可能な力強い農業を
実現するためには、若年層の新規就農者の増加が急務。
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農業関係の学校等からの就農状況
〇農業系の学校から直接就農する割合は、農業高校から3％、道府県農業大学校等から50%、農業系
の大学から3％程度（平成24年度）
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道府県農業大学校の就農率
〇全国42道府県に農業大学校が設置。農業大学校の卒業生は減少しているものの、就
農者数は横ばいの傾向。

人

1,753 

2,008 1,907 
1,767 1,772 1,736 

838 980 1,025 985 1,048 976 

47.8 48.8
53.7 55.7 59.1 56.2

0

10

20

30

40

50

60

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

卒業生数

就農者数

就農率

％

平成29年4月10日 決算委員会 自由民主党・こころ 山田俊男
農林水産省作成資料を基に山田俊男事務所において作成


